西条市社会福祉協議会支部育成事業助成金交付要綱
（趣　旨）
第１条　この要綱は、西条市社会福祉協議会支部（以下「支部社協」という。）の福祉活動の促進により地域福祉の向上に資するため、支部社協に対する西条市社会福祉協議会支部育成事業助成金（以下「助成金」という。）の交付について定めるものとし、その交付に関しては、この要綱の定めるところによる。

（組織及び運営）　
第２条　支部社協は、概ね小学校区を活動単位とし、支部内の住民組織・団体等の合意により設立されたもので、西条市社会福祉協議会（以下「本会」という。）と連携を保ちながら、自主的かつ民主的に運営するものとする。

（助成対象）
第３条　支部内の福祉活動を推進するため、概ね次のような事業を行うものとする。

（１）　本会との連絡提携並びに事業への協力に関すること。
（２）　社会福祉に関する啓発・広報活動に関すること。
（３）　社会福祉事業の研究調査に関すること。
（４）　地域福祉事業の企画及び実施推進に関すること。
（５）　会員の増強に関すること。
（６）　ボランティアの育成に関すること。
（７）　その他の地域福祉活動に関すること。
（助成金の額）
第４条　支部社協に交付する助成金の額は、次のとおりとする。

（１）各支部社協が取り扱った会費徴収実績額に対して50％を上限として助成金を交付するものとする。ただし、助成金が、20,000円未満の場合は、20,000円を助成金として交付する。

（２）西条市共同募金委員会各分会（以下「分会」という。）の前年度目標額の10％を上限として助成金を交付する。ただし、前年度募金実績が目標額に満たない場合は実績額の10％を上限とする。

（３）分会の前年度目標額の超過分及び歳末剰余金を全額、助成金として交付する。

（助成金の交付方法）

第５条　前条（１）による助成金については、会費徴収見込額を元に算出した助成金見込額の80％を前期交付とし、会費実績確定後に後期（精算）交付を行うものとする。

２　前条（２）及び（３）による助成金については、前項による前期助成金交付時に交付する。

（助成金の交付申請）

第６条　この助成金の交付を受けようとする支部社協の長（以下「支部長」という。）は、助成金交付申請書（様式第1号又は様式第2号）に本会会長が必要と認める資料を添付して、本会会長に提出しなければならない。

（助成金の交付決定）

第７条　本会会長は、前条による助成金交付申請書を受理したときは、これを審査し適当と認めたときは、支部長に対し助成金の交付を通知するものとする。

（助成金の請求）

第８条　支部長は、前条による通知を受けたときは、速やかに助成金請求書（様式第３号）を本会会長に提出しなければならない。

（助成金の交付）

第９条　本会会長は、前条による助成金請求書を受理したときは、助成金を交付するものとする。

（実績報告）

第10条　支部長は、事業完了後速やかに事業実績報告書（様式第４号）に本会会長が必要と認める書類を添付して、本会会長に提出しなければならない。

（助成金の確定）

第11条　本会会長は、前条による事業実績報告書を受理したときは、助成金の額を確定し、支部長に対し通知するものとする。

（助成金の返還等）
第12条　本会会長は、支部社協が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、既に交付している助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

（１）　この要綱に定める条件に違反したとき。

（２）　この要綱により会長に提出した書類に偽りの記載があったとき。

（３）　助成金を目的外に使用したとき。

（４）　その他不正行為があったとき。
（その他）

第13条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、本会会長が別に定める。

　　附　則

　この要綱は、平成19年4月1日から施行する。
　　附　則

　この要綱は、平成23年4月1日から施行する。
